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決算額（単位:千円、%）
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成 度
決算額（単位:千

円、%）

実質公債費比率 （％） 10.1
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 731,226 747,268 762,635

将来負担比率 （％） 44.4
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 320,280 364,330 346,655
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 75,117 61,013 59,455

368,673 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 0 0 0
5,461,347 一時借入金の利子(7) 362 75

- 特定財源の額(8) 16,352 13,430 19,716
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 138,227 112,311 108,943
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 154,753 167,015 177,839

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 326,604 372,721 429,023
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 0 0

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 9,394 9,396 9,354

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 3,503 3,504 3,488

367,984 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 478,152 494,309 420,382
0 標準税収入額等(15) 3,247,884 3,545,379 3,066,655
689 普通交付税額(16) 1,505,287 1,336,450 1,716,201

臨時財政対策債発行可能額(17) 246,088 381,934 678,491
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 4,366,778 4,598,816 4,732,700

10.94 10.74 8.88

627,480 － 将来負担額（単位:千円、％）

112,600 － (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 7,252,847 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

184,273 － 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 0
－ 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3 5,660,518

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 291,824
468 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 1,586,197
872 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 97,270 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

－ 連結実質赤字額(7) 0 水道事業会計 423,301
－ 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8 0 下水道事業会計 3,579,712

(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 3,917,056 農業集落排水事業特別会計 1,378,953

104,205 特定の歳入見込額(10) 80,000 戸別合併処理浄化槽整備事業特別会計 278,552

80,665 （(10)のうち都市計画税額） 0

12 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 8,785,933 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

0 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 2,105,667 土地開発公社 97,270

標準財政規模(12) 5,461,347
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 429,023
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 0
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 108,943
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 177,839

1,479,248 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 9,354

5,461,347
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 3,488

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 4,732,700

44.4

郡指導主事共同設置事業特別会計
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国民健康保険特別会計

老人保健特別会計

農業集落排水事業特別会計
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一般会計

水道事業会計

※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。

※黒字の場合は、比率を「－」としている
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住宅新築資金等貸付特別会計

将来負担比率 
区分 左の内訳
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実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００

一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００

連結実質赤字比率

※黒字の場合は、比率を「－」としている。

実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
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平成22年度決算
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